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 第２章  こども・若者、子育てを取り巻く状況 

 

１ 人口等の動向☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆ 

 

（１）人口動向等 

 

①人口・世帯数の推移 

令和５年 10月１日（現住人口調査）の本市の総人口は 112,882人で、平成７年をピークに減

少傾向で推移しています。 

一方、世帯数は人口が減少に転じた平成 12年以降も増加傾向で推移しており、令和５年には

49,264世帯となっています。 

人口が減少し、世帯数は増加していることで、１世帯当たりの人口は減少し、令和５年には

2.3人となっています。 

 

◇人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和５年は福島県現住人口調査） 
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（2010年）

H27年
（2015年）

R2年
（2020年）

R5年
（2023年）

男 58,643 62,020 64,020 64,895 65,606 64,897 62,443 59,854 59,200 56,063 54,197

女 66,079 68,863 70,892 71,441 71,459 70,518 68,946 66,366 64,862 61,313 58,685

人口総数 124,722 130,883 134,912 136,336 137,065 135,415 131,389 126,220 124,062 117,376 112,882

世帯数 34,906 39,542 41,767 43,596 46,126 47,638 47,905 47,891 49,431 49,022 49,264
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②こども・若者人口の推移 

本市のこども・若者人口（0～39歳）は、実数・比率とも一貫して減少傾向にあり、令和２年

には 40,481人で、人口全体に占める割合は 34.5％となっています。 

 

◇こども・若者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

③世帯の状況と推移 

家族類型別にみると、夫婦とこどもから成る世帯は年々減少傾向にあり、令和２年は 20.9％

となっています。一方、夫婦のみ世帯や単独世帯は増加傾向となっています。 

また、本市におけるひとり親世帯数については、令和２年の母子世帯は 4,417世帯、父子世

帯は 675世帯となっており、平成 22年からの 10年間で母子世帯は 184世帯、父子世帯は 86世

帯の増加となっています。 

 

◇世帯の家族類型別 一般世帯数の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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◇ひとり親世帯数と全世帯数に占める割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

④出生数・合計特殊出生率の推移 

本市の出生数は平成 26年以降、減少傾向にあり、令和５年は 603人となっています。 

合計特殊出生率については、令和２年以降は国や福島県を上回る値となっていますが、令和

５年には 1.26と過去最も低い出生率となっています。 

 

◇出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、福島県の推計人口 
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◇合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福島県人口動態の概況 

 

⑤未婚率の推移 

本市の未婚率は、男女ともに各年代で上昇しており、晩婚化が進行しています。令和２年の

女性の未婚率は、「20～24歳」は 87.2％、「25～29歳」は 55.4％、「30～34歳」は 31.5％、「35

～39歳」は 20.2％となっています。 

 

◇未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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⑥女性の労働力率の推移 

本市の女性の労働力率は国や県より高く、30歳代の労働力率は向上し、いわゆるＭ字カーブ

が緩やかになりつつあります。 

 

◇女性の年齢階層別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※労働力率には非正規雇用を含む。        資料：国勢調査 

 

⑦若年無業者数と人口に占める割合の推移 

令和２年の本市の若年無業者（ニート）の若者（15 歳から 34 歳の非労働力人口のうち、家

事も通学もしていない人）は 396人、人口に占める割合は 0.3％となっています。 

 

◇若年無業者数と人口に占める割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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⑧こどもの相対的貧困率の推移（全国） 

こどもの相対的貧困率（経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の作成基準に基づいて算出し、厚生

労働省が３年に１度公表）は、平成 24年以降は改善傾向にありますが、令和３年時点ではこど

もの９人に 1人が貧困状態にあると考えられ、こどもの貧困問題への対応は社会的な課題とな

っています。 

◇こどもの相対的貧困率（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国民生活基礎調査 

 

※新基準：2015年に改定されたＯＥＣＤの所得定義の新たな基準で（令和３年以降は）従来の可処分

所得から「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引

いたものに変更された。 
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２ こども・若者に関するアンケート調査結果の概要☆★☆★☆★☆★☆★ 

【ニーズ調査】 

※図表中の「Ｎ」（Number of cases の略）は、設問に対する回答者の総数を示しています。 

①子育てや教育に影響すると思われる環境 

子育てや教育に影響すると思われる環境は「家庭」が圧倒的に多く 96.8％となっています。

次いで「認定こども園」が 49.4％、「保育所」が 36.0％、「地域」が 30.1％となっています。 

◇子育て等に影響すると思われる環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5年度･平成 30･25年度) 

②子育てに関する不安感や負担感 

就学前児童の保護者における子育てに関する不安感や負担感については、前回までの微減傾

向から、わずかながらも増加に転じ、“感じる”（「非常に感じる」+「やや感じる」）の割合は

58.4％と、過半数を占めています。 

小学生の保護者も同様に、“感じる”は 58.6％と過半数を占めています。 

◇子育ての不安感や負担感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5年度･平成 30･25･20年度、小学生の保護者：令和 5年度)  
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③子育てに関して不安や負担に思うこと 

子育てに関して不安や負担に思うことは、就学前児童の保護者は「子育てで出費がかさむ」

が 55.5％と最も高く、次いで「自分の趣味や娯楽を気楽に楽しめない」が 41.7％、「気の休ま

る時間がない。子育ては根気がいるなど、精神的に負担が大きい」が 37.6％となっています。 

小学生の保護者では「子育てで出費がかさむ」が 64.3％と突出して高くなっており、他の項

目は就学前と比較し、概ね同程度以下となっています。子育ての経験を重ねたことにより、不

安や負担感はやや低下し、一方で「出費」が負担に感じるようになっています。 

◇子育てに関して不安や負担に思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25･20 年度、小学生の保護者：令和 5 年度)  
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小学生 R5年度 （ｎ=635）

就学前 R5年度 （ｎ=777）

就学前 H30年度（ｎ=711）

就学前 H25年度（ｎ=431）

就学前 H20年度（ｎ=604）

気の休まる時間がない。子育ては根気がいる

など、精神的に負担が大きい

仕事が忙しくて、こどもとふれ合う時間が

取れない

子育てが大変なことを身近な人が理解して

くれない
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④子育てに関する相談 

子育てに関する相談について、気軽に相談できる人（場所）が「いる/ある」は、就学前児童

の保護者の 95.8％に対し、小学生の保護者では 86.4％と、やや低くなっています。 

相談先は、いずれの保護者も「親族」や「友人・知人」が７～８割と高い比率となっており、

就学前児童の保護者においては「保育士・幼稚園教諭」が５割を超えています。 

◇子育てをする上で、気軽に相談できる人（場所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇気軽に相談できる先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注：調査年次によって選択肢が異なるものがある 
資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25･20 年度、小学生の保護者：令和 5 年度) 

93.7 

95.1 

96.8 

95.8 

86.4 

6.3 

4.9 

3.2 

4.2 

13.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

（ｎ=664）

H25年度

（ｎ=733）

H30年度

（ｎ=1,571）

R5年度

（ｎ=1,360）

R5年度

（ｎ=1,109）

いる／ある いない／ない

就

学

前

児

童

小学生

79.6 

76.2 

6.2 

23.5 

0.1 

9.7 

1.8 

1.8 

3.0 

3.0 

82.6 

67.4 

5.0 

53.7 

25.7 

0.4 

16.3 

8.6 

3.3 

7.1 

2.8 

84.9 

73.1 

6.5 

54.3 

27.1 

0.3 

13.8 

9.4 

2.1 

7.1 

2.1 

82.3 

74.6 

10.3 

49.6 

0.1 

19.3 

11.1 

0.3 

1.9 

90.5 

69.6 

11.6 

31.8 

2.0 

2.4 

0 20 40 60 80 100

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

保育士・幼稚園教諭（※学校の先生）

保育所、認定こども園、幼稚園等の保護者

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

子育て支援施設（地域子育て支援センター、

児童館・NPO等）

自治体等の子育て関連担当窓口

インターネット上の掲示板等サイト

その他

(%)

小学生 R5年度 （ｎ=955）

就学前 R5年度 （ｎ=1,302）

就学前 H30年度（ｎ=1,526）

就学前 H25年度（ｎ=693）

就学前 H20年度（ｎ=622）

子育て支援施設（地域子育て支援センター、

児童館・NPO等）

第 

２ 

章 
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⑤こどもの人数 

就学前児童の保護者が理想と考えるこどもの人数は、「３人」が 47.5％と最も高く、次いで

「２人」が 39.2％となっています。「１人」や「２人」の比率が増加傾向にあります。 

一方、実際に持とうとしているこどもの人数は、「２人」が 48.4％と最も高く、次いで「３

人」が 24.1％、「１人」が 21.7％となっており、理想と比べると「１人」が大幅に増加し、「３

人」は約半数に減少しています。 

なお、小学生の保護者も同様の傾向にあります。 

 

◇理想と考えるこどもの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇実際に持とうとしているこどもの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25･20 年度、小学生の保護者：令和 5 年度) 

1.8 

2.2 

2.3 

3.5 

3.8 

31.4 

32.8 

36.4 

39.2 

36.6 

58.2 

56.7 

52.1 

47.5 

48.5 

6.3 

6.0 

6.3 

7.1 

7.7 

2.0 

2.0 

2.6 

2.3 

3.0 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

（ｎ=656）

H25年度

（ｎ=735）

H30年度

（ｎ=1,569）

R5年度

（ｎ=1,357）

R5年度

（ｎ=1,098）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 こどもは持たない

就

学

前

児

童

小学生

17.5 

22.9 

19.8 

21.7 

13.7 

55.4 

49.0 

46.8 

48.4 

46.7 

22.9 

23.8 

27.7 

24.1 

31.0 

3.8 

3.7 

4.5 

4.6 

6.2 

0.5 

0.5 

1.3 

1.2 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20年度

（ｎ=659）

H25年度

（ｎ=734）

H30年度

（ｎ=1,573）

R5年度

（ｎ=1,357）

R5年度

（ｎ=1,098）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 こどもはいらない

就

学

前

児

童

小学生
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⑥理想的と考える人数のこどもを持てない・持たない理由 

就学前児童・小学生の保護者ともに、「養育費がかかるから」や「教育費（給食費や習い事に

係る費用等も含む）がかかるから」、「精神的・肉体的負担が大きいから」の割合が高くなって

います。また、就学前児童の保護者においては、「社会・教育環境に不安があるから」や「子育

て支援の公的サービスが使いにくいから」、「時間的なゆとりがほしいから」、「配偶者（パート

ナー）の意向」、「こどもがあまり好きではないから」、「こどもができないから」などの回答が

前回の調査と比べて 10ポイント以上高い結果となりました。 

小学生の保護者においては「出産が年齢的に厳しいから」の割合も高い結果となっています。 

 

◇理想的と考える人数のこどもを持てない・持たない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25･20 年度、小学生の保護者：令和 5 年度)   

53.6 

53.6 

40.5 

18.6 

22.1 

15.6 

10.8 

9.9 

48.0 

15.9 

8.7 

0.5 

10.6 

3.0 

11.5 

60.3 

53.2 

42.8 

34.8 

28.7 

27.7 

27.5 

27.0 

36.5 

32.2 

25.9 

22.5 

25.2 

24.0 

27.5 

55.4 

57.8 

38.7 

17.0 

8.9 

14.6 

21.1 

10.4 

38.7 

15.1 

9.3 

0.8 

13.2 

15.5 

26.6 

57.8 

33.0 

21.8 

9.4 

12.7 

21.6 

11.7 

31.5 

12.7 

8.7 

1.0 

10.7 

14.9 

61.8 

60.3 

33.5 

15.4 

10.9 

11.2 

24.6 

9.7 

24.1 

12.7 

7.4 

0.0 

7.4 

10.9 

0 10 20 30 40 50 60 70

養育費がかかるから

教育費がかかるから

精神的・肉体的負担が大きいから

社会・教育環境に不安があるから

子育て支援の公的サービスが使いにくいから

配偶者（パートナー）の家事･ 育児への協力

が得られないから

自分の仕事に差し支えるから

家が狭いから

出産が年齢的に難しいから

時間的なゆとりがほしいから

配偶者（パートナー）の意向

こどもがあまり好きでないから

こどもができない

対応できる医療機関が少ないから

その他

(%)

小学生 R5年度（ｎ=435）

就学前 R5年度（ｎ=726）

就学前 H30年度（ｎ=734）

就学前 H25年度（ｎ=403）

就学前 H20年度（ｎ=372）

第 

２ 
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⑦「仕事の時間」と「家事（育児）・プライベートの生活時間」の優先度 

就学前児童・小学生の保護者ともに、７割超が「仕事・家事（育児）・プライベートをバラン

スよく行いたい」と希望しています。 

一方、現実は、母親は「家事（育児）時間を優先している」、「仕事の時間を優先している」

がそれぞれ３～４割と高い比率となり、父親は「仕事の時間を優先している」が約６割と高い

比率となりました。 

 

◇「仕事の時間」と「家事（育児）・プライベートの生活時間」の優先度の希望と現実 

【母親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【父親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度、小学生の保護者：令和 5 年度) 

32.8 

1.3 

41.0 

0.5 

43.1 

23.2 

30.6 

16.8 

0.8 

4.5 

1.1 

4.9 

20.4 

70.9 

25.3 

77.7 

2.9 

0.1 

2.0 

0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現実

（ｎ=1,331）

希望

（ｎ=1,347）

現実

（ｎ=1,056）

希望

（ｎ=1,068）

仕事の時間を優先したい（している）
家事（育児）時間を優先させたい（している）
プライベートを優先させたい（している）
仕事・家事（育児）・プライベートをバランスよく行いたい（行っている）
その他

就
学
前
児
童

小

学

生

64.1 

6.4 

63.4 

6.9 

7.6 

11.1 

5.5 

5.9 

3.1 

8.8 

3.9 

11.4 

23.8 

72.8 

25.9 

75.1 

1.4 

0.8 

1.2 

0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現実

（ｎ=1,182）

希望

（ｎ=1,178）

現実

（ｎ=865）

希望

（ｎ=870）

仕事の時間を優先したい（している）
家事（育児）時間を優先させたい（している）
プライベートを優先させたい（している）
仕事・家事（育児）・プライベートをバランスよく行いたい（行っている）
その他

就
学
前
児
童

小

学

生
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⑧育児休業の取得状況 

就学前児童の母親は「取得した(取得中である）」が 65.2％と高く、「取得していない」が 8.3％

となっています。 

就学前児童の父親は「取得していない」が 86.8％と高いものの、「取得した(取得中である）」

は 12.3％と前回の 2.7％から 9.6ポイント増加しています。 

 

◇育児休業の取得状況 

【母親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【父親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25 年度) 

 

43.4 

38.2 

26.5 

38.3 

47.9 

65.2 

18.3 

13.9 

8.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年度

（ｎ=729）

H30年度

（ｎ=1,559）

R5年度

（ｎ=1,344）

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない

1.5 

1.1 

1.0 

1.5 

2.7 

12.3 

96.8 

96.2 

86.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25年度

（ｎ=663）

H30年度

（ｎ=1,425）

R5年度

（ｎ=1,255）

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない
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⑨育児休業を取得していない理由 

就学前児童の母親が育児休業を取得していない理由は、「子育てや家事に専念するため退職

した」、「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」が 20.0％、次いで

「収入減となり、経済的に苦しくなる」が 19.1％となっています。 

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」（15.5％）など、多くは前回から比率が減少

していますが、「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」は前回

（20.1％）と同様の比率となっています。 

 

◇育児休業を取得していない理由【母親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25 年度) 

15.5 

15.5 

10.0 

1.8 

0.9 

19.1 

7.3 

0.0 

8.2 

20.0 

20.0 

9.1 

1.8 

0.0 

14.5 

17.3 

27.3 

22.0 

15.3 

9.1 

0.5 

21.5 

8.6 

0.5 

11.5 

16.3 

20.1 

7.7 

1.0 

0.5 

13.4 

10.5 

32.3 

17.7 

20.8 

7.3 

3.1 

26.0 

9.4 

0.0 

11.5 

24.0 

15.6 

7.3 

1.0 

1.0 

5.2 

7.3 

0 10 20 30 40

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所（園）などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めが

なかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を取得で

きることを知らず、退職した

自営業のため困難だった

その他

(%)

R5年度（ｎ=110）

H30年度（ｎ=209）

H25年度（ｎ=96）

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めが

なかった）

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を取得で

きることを知らず、退職した
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就学前児童の父親は「仕事が忙しかった」が 46.7％と最も高く、次いで「職場に育児休業を

取りにくい雰囲気があった」が 42.0％、「収入減となり、経済的に苦しくなる」が 41.1％とな

っています。 

いずれの回答も前回調査を大きく上回る比率となっています。 

 

 

 

◇育児休業を取得していない理由【父親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ニーズ調査(就学前児童の保護者：令和 5 年度･平成 30･25 年度) 

42.0 

46.7 

0.3 

3.7 

8.4 

41.1 

3.2 

39.4 

12.8 

0.5 

10.4 

0.4 

2.6 

5.7 

7.2 

32.0 

33.9 

0.5 

2.7 

4.6 

28.7 

2.1 

30.3 

24.7 

1.3 

6.9 

0.5 

1.2 

0.0 

7.5 

34.7 

39.4 

0.3 

4.5 

5.4 

32.3 

2.6 

29.3 

34.4 

0.7 

7.7 

0.2 

1.6 

0.2 

6.3 

4.2 

0 10 20 30 40 50

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所（園）などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めが

なかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を取得で

きることを知らず、退職した

自営業のため困難だった

その他

(%)

R5年度（ｎ=1,059）

H30年度（ｎ=1,279）

H25年度（ｎ=573）

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めが

なかった）

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を取得で

きることを知らず、退職した
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【中学生及び高校生調査】 

 

①気軽に相談できる人（場所）の有無 

「いる」は 92.9％、「いない」は 7.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

②気軽に相談できる先 

「友人や知人」が 84.0％と最も高く､次いで「親」が 77.1％、「きょうだい、祖父母等の親族」

が 35.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

77.1 

35.5 

84.0 

0.9 

22.5 

0.7 

3.3 

1.2 

0 20 40 60 80 100

親

きょうだい、祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

学校の先生やスクールカウンセラー

自治体の子育て関連担当窓口

インターネット上のサイト

その他

(%)

R5年度（ｎ=1,091）

92.9 7.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R5年度

（ｎ=1,159）

いる いない
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③放課後や休みの日の主な過ごし方 

平日の放課後の過ごし方は、「学校のクラブ活動、部活動」が 71.3％と最も高く、次いで「ゲ

ーム、PC、スマートフォンで遊んでいる」が 70.3％、「勉強(自宅、学習塾、予備校など)」が

57.0％となっています。 

学校が休みの日の過ごし方は、「ゲーム、PC、スマートフォンで遊んでいる」が 78.7％と最

も高く、次いで「読書や音楽などの好きなこと(趣味)をしている」が 61.9％、「学校のクラブ

活動、部活動」が 59.1％と続いており、平日の放課後と比較すると「遊び」や「趣味」、「外出」

の比率が高くなりました。 

 

◇主な過ごし方 

平日の放課後 学校が休みの日 

学校のクラブ活動、部活動 71.3％ 
ゲーム、PC、スマートフォンで遊んでい

る 
78.7％ 

ゲーム、PC、スマートフォンで遊んでい

る 
70.3％ 

読書や音楽などの好きなこと(趣味)を

している 
61.9％ 

勉強(自宅、学習塾、予備校など) 57.0％ 学校のクラブ活動、部活動 59.1％ 

読書や音楽などの好きなこと(趣味)を

している 
52.4％ 勉強(自宅、学習塾、予備校) 56.3％ 

友達とのおしゃべり（電話やＳＮＳ） 42.3％ 家族との外出（遊び、買い物など） 53.6％ 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

④放課後や学校が休みの日に勉強する主な場所 

平日の放課後に勉強する主な場所は、「自宅」が 95.0％と最も高く、次いで「学習塾、予備

校」が 20.6％であり、他は 10％未満となっています。 

学校が休みの日に勉強する主な場所は、「自宅」が 96.9％と最も高く、次いで「学習塾、予

備校」が 13.8％、「カフェ、店舗内イートインスペースなど」が 10.8％、「図書館（学校の図書

館をのぞく）」が 9.9％などとなっており、「学習塾、予備校」以外は平日の放課後の比率を上

回っています。 

 

◇勉強する場所 

平日の放課後  学校が休みの日  

自宅 95.0％ 自宅 96.9％ 

学習塾、予備校 20.6％ 学習塾、予備校 13.8％ 

カフェ、店舗内ｲｰﾄｲﾝｽﾍﾟｰｽなど 5.7％ カフェ、店舗内ｲｰﾄｲﾝｽﾍﾟｰｽなど 10.8％ 

図書館（学校の図書館をのぞく） 4.1％ 図書館（学校の図書館をのぞく） 9.9％ 

商業施設内の自習・読書スペース 2.3％ 商業施設内の自習・読書スペース 2.8％ 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 
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⑤放課後や学校が休みの日の過ごし方(居場所)について 

平日の放課後の過ごし方(居場所)については、「満足している」が 47.4％と最も高く、次い

で「やや満足」が 22.2％、「特に感じることは無い」が 24.1％となっています。 

学校が休みの日の過ごし方(居場所)については、「満足している」が 56.4％と最も高く、次

いで「やや満足」が 19.3％、「特に感じることは無い」が 16.7％となっています。 

「中心市街地」や「中学校」の休日で満足度が高く、一方、「高等学校」や「周辺部」の休日

は不満の度合いが高い結果となりました。 

 

◇平日の放課後 

 

 

 

 

 

 

 

◇学校が休みの日 

 

 

 

 

 

 

 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

◇地区別・学校別居場所の満足度 

区 分 満足している やや満足 
特に感じる

ことは無い 
やや不満 不満である 

地

区

別 

中心市街地 
平日 49.8％ 24.9％ 19.9％ 3.9％ 1.4％ 

休日 63.2％ 21.1％  9.6％ 3.9％ 2.1％ 

周辺部 
平日 46.5％ 21.3％ 25.7％ 4.5％ 1.9％ 

休日 54.3％ 18.7％ 19.2％ 6.6％ 1.2％ 

学

校

別 

中学校 
平日 53.5％ 17.0％ 25.4％ 2.9％ 1.1％ 

休日 63.2％ 15.0％ 17.7％ 3.1％ 1.1％ 

高等学校 
平日 40.1％ 28.1％ 22.8％ 6.4％ 2.6％ 

休日 48.6％ 24.1％ 15.7％ 9.7％ 1.8％ 

※地区別の区分：行仁地区、鶴城地区、謹教地区、城北地区、日新地区の 5 地区を「中心市街地」とし、それ以外の地区

を「周辺部」として集計している。 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

47.4 22.2 24.1 4.5 1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R5年度

（ｎ=1,174）

満足している やや満足 特に感じる事は無い やや不満 不満である

56.4 19.3 16.7 6.1 1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R5年度

（ｎ=1,173）

満足している やや満足 特に感じる事は無い やや不満 不満である



第２章 こども・若者、子育てを取り巻く状況 

24 

⑥放課後や学校が休みの日に、自分の周り(家や学校の近く)にあったらいいなと思う場所 

平日の放課後では「静かに落ち着いて過ごせる場所」が 56.7％と最も高く、次いで「スポー

ツや外遊びなど身体を思いっきり動かせる場所」が 44.6％となっています。 

学校が休みの日は「スポーツや外遊びなど身体を思いっきり動かせる場所」が 61.7％と最も

高く、次いで「静かに落ち着いて過ごせる場所」が 51.0％となっています。 

 

◇あったらいいなと思う場所 

平日の放課後 学校が休みの日 

静かに落ち着いて過ごせる場所 56.7％ 
スポーツや外遊びなど身体を思いっき

り動かせる場所 
61.7％ 

スポーツや外遊びなど身体を思いっき

り動かせる場所 
44.6％ 静かに落ち着いて過ごせる場所 51.0％ 

友人がたくさん集まってくるような場

所 
38.3％ 

友人がたくさん集まってくるような場

所 
47.0％ 

自然や緑に触れ合える場所 20.7％ 
音楽やダンスなど、家ではできない趣味

をできるような場所 
27.4％ 

音楽やダンスなど、家ではできない趣味

をできるような場所 
18.1％ 自然や緑に触れ合える場所 25.7％ 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

⑦放課後や休日に利用できる場所に、あったらよいと思う機能（サービス） 

平日の放課後では「利用したいときに気軽に利用することができる」が 79.0％と最も高く、

次いで「お金をかけずに過ごす事ができる」が 77.1％、「飲食ができる」が 62.6％となってい

ます。 

学校が休みの日についても「利用したいときに気軽に利用することができる」が 82.9％と最

も高く、次いで「お金をかけずに過ごす事ができる」が 73.3％、「飲食ができる」が 71.4％と

なっています。 

 

◇あったらいいなと思う場所 

平日の放課後 学校が休みの日 

利用したいときに気軽に利用すること

ができる 
79.0％ 

利用したいときに気軽に利用すること

ができる 
82.9％ 

お金をかけずに過ごす事ができる 77.1％ お金をかけずに過ごす事ができる 73.3％ 

飲食ができる 62.6％ 飲食ができる 71.4％ 

漫画や DVDを見たり、インターネットが

利用できる 
40.2％ 

漫画や DVDを見たり、インターネットが

利用できる 
50.6％ 

夜間（午後８時ごろまで）も利用するこ

とができる 
38.3％ 

夜間（午後８時ごろまで）も利用するこ

とができる 
44.7％ 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 
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⑧会津若松市に住むことについて 

「会津若松市に住み続けたい」が 19.8％であり、「会津若松市にまた戻ってきたい」（19.1％）

及び「会津若松市に引っ越したい」（1.9％）の回答の合計が、全体の４割となっています。 

一方、「会津若松市に戻る考えはない」（23.1％）と「今後も会津若松市に住む考えはない」

（11.5％）を合わせて 34.6％が、本市には住まないとの回答となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

学校別にみると、高等学校は「会津若松市に住み続けたい」が 12.4％など、居住意向は中学

校より低く、一方、「進学・就職などで会津若松市を離れた後は、会津若松市に戻る考えはない」

（25.7％）や「現在、会津若松市に住んでおらず、今後も会津若松市に住む考えはない」（24.5％）

などの比率は中学校より高くなっています。 

 

◇学校別居住意向 

区 分 
今後も会津若

松市に住み続

けたい 

進学・就職など

で一度会津若松

市を離れるが、

就職などのタイ

ミングで会津若

松市にまた戻っ

てきたい 

現在、会津若松

市に住んでい

ないが、進学・

就職などのタ

イミングで会

津若松市に引

っ越したい 

進学・就職な

どで会津若松

市を離れた後

は、会津若松

市に戻る考え

はない 

現在、会津若

松市に住んで

おらず、今後

も会津若松市

に住む考えは

ない 

未定 

中学校 25.9％ 20.6％ 0.6％ 20.9％  0.3％ 31.6％ 

高等学校 12.4％ 17.6％ 3.4％ 25.7％ 24.5％ 16.5％ 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

19.8 19.1 1.9 23.1 11.5 24.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R5年度

（ｎ=1,159）

今後も会津若松市に住み続けたい

進学・就職などで一度会津若松市を離れるが、就職などのタイミングで会津若松市にまた戻ってきたい

現在、会津若松市に住んでいないが、進学・就職などのタイミングで会津若松市に引っ越したい

進学・就職などで会津若松市を離れた後は、会津若松市に戻る考えはない

現在、会津若松市に住んでおらず、今後も会津若松市に住む考えはない

未定
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⑨会津若松市に戻らない、住まない理由 

「商業施設や遊び場がないから」が 73.6％と最も高く、次いで「行きたい学校・就きたい仕

事がないから」が 62.0％、「大都市に住みたいから」が 57.4％となっています。 

高等学校では「行きたい学校・就きたい仕事がないから」が最も高くなっています。 

 

◇会津若松市に戻らない、住まない理由 

中学校 高等学校 

商業施設や遊び場が少ないから 73.6％ 行きたい学校・就きたい仕事がないから 52.4％ 

行きたい学校・就きたい仕事がないから 62.0％ 商業施設や遊び場が少ないから 49.4％ 

大都市に住みたいから 57.4％ 大都市に住みたいから 39.0％ 

交通の便がわるいから 41.9％ 交通の便がわるいから 33.7％ 

会津若松市への愛着がないから 23.3％ 会津若松市への愛着がないから 23.6％ 

資料：中高生調査(令和 5 年度) 

 

 

⑩居場所への意見、会津若松市をどんなまちにしたいか、会津若松市でどんな教育を受

けたいか、どんな大人になりたいかなどについての意見（抜粋） 

自分たちだけでなく、様々な世代の人にとっての暮らしやすさや魅力に言及した意見が多く

みられました。 

娯楽施設や商業施設の不足を指摘する意見が多い一方で、地元への愛着が感じられる意見が

多数みられました。 

【居場所】                【どんな人になりたいか】 

 

 

 

 

 

 

【どんなまちにしたいか】 

 

 

 

 

 

 

 

 
気軽に利用できる 体を動かせる 

市外に行かなくても満足できる 

若者が地元に残ってくれるような施設 

(映画館、ショッピングモールなど) 

 高校生向けの店がある 交通機関が発達 安全に過ごせる 教育を重視 

次の世代の学生たちが満足するような施設があれば将来戻ろうと思う気持ちが強くなる 

歴史を守りながら発展 武士道や哲学を受け継ぐ／最先端技術を活用 ほど良い田舎であれ 

明るい雰囲気で居場所がある 笑い合って明るく過ごせる  

こどもから高齢者まで住みやすい ボランティア活動やイベントが積極的に開催 

障がいのある人にやさしい・仕事がある・自分らしく豊かな人生を送れる 

若者が好きな施設 音楽やラジオが流れる通り スポーツできる場があふれる 

 会津若松市を支える 次世代へ伝えられる 

人の意見を聞き自分の意見も大切にできる 

人の気持ちがわかる 困っている人に寄り添える 

地域の役に立つ 人を笑顔に 心を強く 

進んで行動できる 自由に暮らす 
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３ 課題や今後の方向性★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆ 

 

（１）こども・若者の人口動向等から 

○こども・若者の人口減少対策は喫緊の課題 

・こども・若者の人口は、減少傾向にあります。 

・「夫婦とこどものみの世帯」は減少し、単独世帯が増加しています。 

 

 

 

 

○未婚率、合計特殊出生率の改善に向けた取組が求められている 

・出生数は減少し、合計特殊出生率は過去最低水準の 1.26（令和５年）となっています。 

・未婚率は男女とも各年代で上昇し、晩婚化が進行しています。 

 

 

 

○社会生活を営む上で困難を有する若者への支援が必要 

・若年無業者（ニート）の若者は令和２年で 396人、人口に占める割合は 0.34％と近年で

最も高い値となっています。 

 

 

 

 

（２）ニーズ調査の結果から 

【就学前児童・小学生の保護者】 

○子育てに関する不安感や負担感の解消が必要 

・子育てに関する不安感や負担感を感じている割合は、就学前児童・小学生の保護者いず

れも過半数を占めています。 

・不安や負担に思う理由は「子育てで出費がかさむ」や「自分の趣味や娯楽を気楽に楽し

めない」、「気の休まる時間がない。子育ては根気がいるなど、精神的に負担が大きい」

が高い割合となっています。 

 

  

 

 

【基本施策】 

(15) 悩みを抱える若者への支援_P52 

【基本施策】 

(16) 経済的支援_P53 

(18) 地域における子育て支援_P56   

今後の方向性 

今後の方向性 

今後の方向性 

今後の方向性 

【基本施策】 

(14) 結婚・出産を希望する方や移住・定住への支援_P50 

【基本施策】 

(14) 結婚・出産を希望する方や移住・定住への支援_P50 
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○気軽に相談できる場所が求められている 

・気軽に相談できる人（場所）が「いない/ない」は、就学前児童の保護者は 4.2％、小学

生の保護者は 13.6％となっています。 

・就学前児童の保護者の相談先は、「親族」や「友人・知人」、「保育士・幼稚園教諭」の比

率が高く、「自治体等の担当窓口」は 3.3％、「子育て支援施設」は 8.6％などとなってい

ます。 

 

 

 

 

○理想のこどもの人数を持つための施策が求められている 

・就学前児童・小学生の保護者いずれも理想と考えるこどもの人数は「３人」が最も高く、

実際に持とうとしている（持っている）こどもの人数は「２人」が最も高くなっています。 

・理想と考える人数のこどもを持てない理由は、「養育費」や「教育費」の経済的負担や「精

神的・肉体的負担が大きいから」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

○「ワークライフバランス」の実現が望まれている 

・約７割の保護者が「仕事・家事（育児）・プライベートをバランスよく行いたい」と希望し

ていますが、現実は母親が「家事が優先」、父親は「仕事が優先」が多い状況にあります。 

 

 

 

○「育児休業」を取得しやすい職場環境づくりが求められている 

・育児休業の取得状況は、母親の 65.2％に対し、父親は前回の 2.7％から 9.6ポイント増加

しているものの 12.3％となっています。 

・取得していない理由は、母親の「職場に育児休業の制度がなかった」（20.0％）や父親の「仕

事が忙しかった」（46.7％）、「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」（42.0％）な

どが依然として高く、育児休業を取得しやすい職場環境づくりが必要です。 

 

 

 

 

【基本施策】 

(８)  妊娠･出産･子育て期にかかる相談や健診の充実_P42 

(18) 地域における子育て支援_P56 

【基本施策】 

(17) 共働き・共育て・男女共同参画の推進_P55 

今後の方向性 

今後の方向性 

今後の方向性 

【基本施策】 

(17) 共働き・共育て・男女共同参画の推進_P55 

【基本施策】 

(16) 経済的支援_P53 

(18) 地域における子育て支援_P56 

今後の方向性 
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【中高生調査】 

 

○気軽に相談できる場所が必要 

・気軽に相談できる人（場所）が「いない/ない」は 7.1％でした。 

・相談先は「友人・知人」や「親」が約８割、「学校の先生やスクールカウンセラー」が約２

割などとなっています。 

 

 

 

 

 

○「静かに落ち着いて過ごせる場所」（平日）や「スポーツなど身体を思いっきり動かせる場所」

（休日）を希望する声が大きい 

・放課後や学校が休みの日の過ごし方(居場所)について、満足度は約７割超、不満度は約７％

となっています。 

・平日は「静かに落ち着いて過ごせる場所」が、休日は「スポーツや外遊びなど身体を思い

っきり動かせる場所」を希望する声が多くありました。 

 

 

 

 

 

○若者が地域に愛着を持ち、生活していくための施策が重要 

・会津若松市に「住み続けたい」、「また戻ってきたい」、「引っ越したい」の回答の合計は全

体の約４割となっています。 

・会津若松市に住まない・戻らない理由は、「商業施設や遊び場がないから」や「行きたい学

校・就きたい仕事がないから」という声が多くありました。 

 

 

 

 

 

 

【基本施策】 

(６) こどもの貧困対策_P40 

(12) いじめ・不登校等への対策_P47 

【基本施策】 

(２) 多様な遊びや体験活動の推進_P34 

(13) 就労支援_P49 

今後の方向性 

今後の方向性 

今後の方向性 

【基本施策】 

(４) こども・子育て環境の整備_P37 

(11) こどもの居場所づくりの推進_P46 


